
 

第１節 地球温暖化防止を巡る情勢                         

１ 国際社会の動き 
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   ○ 先進国の温室効果ガス排出量について、法的拘束力のある数値約束を各国毎に設定 

   ○ 国際的に協調して約束を達成するための仕組み（京都メカニズム）を導入 

２ 日本国内の動き 

京都議定書の要点 

「京都議定書」について 
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第２節 愛媛県地球温暖化防止実行計画                      

１ 計画策定の経緯 

－ 40 － － 41 －



 

２ 計画の概要

　県地球温暖化防止実行計画

　県民、事業者を含む県の区域全体での温室効果ガス削減計画

　県自らの事務及び事業に伴い排出される温室効果ガスの削減計画

【区域施策】

【事務事業】

❏ 長期目標【目標年：2050 年度】 基準年比 △70％程度 

❏ 中期目標【目標年：2020 年度】 基準年比 △15％ 

❏ 短期目標【目標年：2012 年度】 基準年比 ±０％（基準年と同レベルまで削減）

長期目標【目標年：2050 年度】 基準年比 △70％程度 
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中期目標【目標年：2020 年度】 基準年比 △15％ 

短期目標【目標年：2012 年度】 基準年比 ±０％（基準年と同レベルまで削減） 
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　森林吸収　　　　　： 4.5％
　　合　計　　　　　　：11.0％
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県民の暮らしと低炭素社会が両立する「環境先進県えひめ」の実現  

【基本方針Ⅰ】 エネルギー消費の少ない“ライフスタイル”への転換 

【基本方針Ⅱ】 低炭素型の“ビジネススタイル”の実現 

【基本方針Ⅲ】 “地球にやさしいエネルギー”の導入拡大 

【基本方針Ⅳ】 低炭素社会の実現に向けた環境負荷の少ない地域づくり 
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【基本方針Ⅴ】 環境教育・環境学習の充実とパートナーシップの構築 

３ 県内の温室効果ガス排出状況（2009年度） 

(1) 排出状況 概要 
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温室効果ガス総排出量 19,084 21,558 20,136 19,756 △1.9 3.5

【全国との比較】 

(2) 部門別の動向（二酸化炭素・主要４部門） 

 産業部門（工場等） 

(単位 ：千t-CO2）

〔 +1.5% 〕 〔 △ 4.1% 〕 〔 +5.5% 〕 〔 +3.5% 〕

〔 △ 13.1% 〕 〔 △ 19.5% 〕 〔 △ 0.5% 〕 〔 △0.7% 〕

〔 +8.3% 〕 〔 +5.8% 〕 〔 +10.1% 〕 〔 +3.2% 〕

〔 +42.3% 〕 〔 +31.2% 〕 〔 +33.4% 〕 〔 +32.5% 〕

〔 +34.2% 〕 〔 +26.9% 〕 〔 +18.3% 〕 〔 +19.0% 〕
→

1,841
→ 《 ＋ 0.5% 》→

162,000
1,548

1,832
→ 《 △5.5% 》

△ 0.7% 》 →
2,941

2,220
2,961

→ 《

3,052

業 　務 164,000
234,000

→ 《 △7.8% 》 →
216,000

《 △ 6.3% 》 →
230,000

2,958
3,258

→

→
9,869

運 　輸 217,000
235,000

→ 《 △2.4% 》 →

→ 《 △ 0.2% 》→
388,000

9,939
9,888

→ 《 △7.3% 》
二
酸
化
炭
素

主
要
４
部
門

産 　業 482,000
419,000

家 　庭 127,000
171,000

△ 1.9% 》 →
19,756

19,084
20,136

→ 《

2009
〔基 準年 比〕

温室 効果ガス
総排出量

1,261,300
1,281 ,000

→ 《 △5.6% 》 →
1,209,000

区　分
全　　　国 愛　　媛　　県

基準 年
（1990）

2008
〔基 準年 比〕

前年 度か らの
変 化率

2009
〔基準 年比 〕

基 準 年
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2008
〔基準 年比 〕

前 年度 からの
変化 率

－ 46 － － 47 －



 運輸部門（自動車、船舶等） 

 民生業務部門（事務所、店舗、公共施設等） 

民生家庭部門（一般家庭（マイカーからの排出を除く）） 
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＋32.5% 
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４ 県の事務事業に伴う温室効果ガス排出状況（2010（Ｈ22）年度） 

ＣＯ２ ＣＨ４ Ｎ２Ｏ ＨＦＣ
ａ ｂ ｃ

13,931 13,253 271 395 11 93.2% 15,120 101.2% 14,943

18,961 18,867 20 73 91.1% 20,323 97.7% 20,807

10,547 10,173 214 159 2 80.9% 10,189 78.2% 13,037

8,659 8,517 12 115 14 108.9% 8,374 105.3% 7,949

10,930 10,907 11 12 1 118.4% 10,674 115.6% 9,233

知 事 部 局
所 管 6,097 6,080 9 7 1 97.5% 5,831 93.2% 6,255

教育委員会
所 管 4,834 4,827 2 4 162.3% 4,843 162.6% 2,978

95.5% 98.0%

(▲ 4.5％) (▲ 2.0％)
529 753

Ｈ 20 年 度
総 排 出 量
( 基 準 年 )

知 事 部 局

公営企業管理局

教育 委 員会

区　　　分

警 察 本 部

指定 管 理施
設

Ｈ22年度

総排出量 基準年比
内訳

総排出量

Ｈ21年度

基準年比

（単位：ｔ-CO２）

28 64,680 65,969合　　　　　計 63,028

（端数処理の関係上、合計が一致しない場合がある。）

61,717

 

第３節 バイオマス利活用の推進                                

二酸化炭素排出量の部門別構成比（2009 年度）
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４ 県の事務事業に伴う温室効果ガス排出状況（2010（Ｈ22）年度） 

13,931 13,253 271 395 11 93.2% 15,120 101.2% 14,943

18,961 18,867 20 73 91.1% 20,323 97.7% 20,807

10,547 10,173 214 159 2 80.9% 10,189 78.2% 13,037

8,659 8,517 12 115 14 108.9% 8,374 105.3% 7,949

10,930 10,907 11 12 1 118.4% 10,674 115.6% 9,233

知 事 部 局
所 管 6,097 6,080 9 7 1 97.5% 5,831 93.2% 6,255

教育委員会
所 管 4,834 4,827 2 4 162.3% 4,843 162.6% 2,978

95.5% 98.0%

(▲ 4.5％) (▲ 2.0％)
529 753

知 事 部 局

公営企業管理局

教育 委 員会

区　　　分

警 察 本 部

指定 管 理施
設

Ｈ22年度

内訳

Ｈ21年度

（単位：ｔ-CO２）

28 64,680 65,969合　　　　　計 63,028

（端数処理の関係上、合計が一致しない場合がある。）

61,717

ＣＯ２ ＣＨ４ Ｎ２Ｏ ＨＦＣ

Ｈ 20 年 度
総 排 出 量
( 基 準 年 )総排出量 基準年比 総排出量 基準年比
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１ えひめバイオマス利活用マスタープラン 
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２ 愛媛県バイオマス利活用促進連絡協議会  
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３ バイオ燃料導入プロジェクト 

 (1) バイオディーゼル燃料（Bio Diesel Fuel） 

(2) バイオエタノール 

－ 52 － － 53 －



項目 内 容 

調 査

の 目

的

調査 

結果 

(1) バイオマスの利用可能量 

（10a 当た

り 750kg 11,800t 程度の収

穫が見込まれる。 

②

 

システム構築 

調査 

結果

(3) 事業化の可能性 

「 」、「

 

  

〔化学合成法〕 

「化学合成法」

課題 
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【プラント設置場所】 

【規模・能力】 

【敷地面積及び施設面積】 

【プラント建設費】 

 

【製造したエタノールを自動車燃料に使用した場合の CO２削減量】 
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